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製品写真

製品名 Mr.Gamma A2700 RADI PA-1000 TERRA MKS-05

製造会社・国 CLEAR-PULSE・日本 HORIBA・日本 ECOTEST・ウクライナ

計測方法 シンチレーション シンチレーション GM計数管

価格 14万円程度 13万円程度 12万円程度

1分ごとに5回計測した平均値（登米市、大崎市の計測方法） 0.050 0.052 0.12

範囲 0.045～0.053 0.045～0.058 0.11～0.12

15秒ごとに8回計測して、最大、最小を除いた6回の平均値 0.050 0.055 0.11

範囲 0.048～0.052 0.054～0.056 0.11

30秒ごとに8回計測して、最大、最小を除いた6回の平均値 0.047 0.058 0.10

範囲 0.043～0.054 0.055～0.061 0.09～0.10

備考 行政でよく用いられる

ガンカモ類重要生息地ネットワーク支援・鳥類学研究者グループ：JOGA第14回集会

「東日本大震災の湿地への影響をガンカモ類などの調査を通してどう把握するか」

企画者　〇(企画代表)須川恒・呉地正行・嶋田哲郎
1999年より「東アジア地域ガンカモ類重要生息地ネットワーク」の活動を支援する鳥学研究者のグループを設立して毎年鳥学会大会の際に集会を開いてきた。ガンカモ類にかかわる個体群や生息環境にかかわるさまざまな視点から、またガンカモ類にかかわるさまざまなプログラムにかかわる視点から、それぞれの現況を理解し、鳥学的な課題を明らかにしてきた。過去の集会の詳細については以下のサイトを参照されたい(今回の講演要旨も掲載)。　http://www.jawgp.org/anet/jgprop.htm
　今回は2011年3月11日に発生した東日本大震災を、ガンカモ類にかかわってきた私たちがどのようにとらえたらよいのかをテーマとする。

東日本においてラムサール条約湿地(登録湿地)や潜在的な重要湿地が、震災の影響でどうなったのか、その情報を収集している平泉様にまずお話をいただく。

　震災の影響を把握するには、震災前の情報が十分収集されていることが重要である。ガンカモ類についてはモニタリング1000ガンカモ類(シギ・チドリ類)調査など継続的モニタリング調査がある。これらの調査にかかわっている神山様・守屋様から、今後震災の影響を把握する上で重要と考えられる課題について紹介いただく。特に、来冬のガンカモ類の越冬状況を把握するポイントについて話しあいたい。
　近年ラムサール条約や生物多様性条約を通して湿地保全に取り組んできた水鳥関係者として、呉地様・嶋田様に宮城県周辺の沿岸湿地と内陸湿地の現状について語ってもらう。生態系における水田の価値は国際的に評価されつつあるが、福島原発事故における放射能汚染の広がりは深刻な問題となっている。震災からの復興と湿地保全との関係をどう考えればよいのか共に考えたい。

　話題提供
　平泉秀樹(ラムネットJ)「東日本大震災による水鳥類生息環境として重要な湿地への影響」

　東日本大震災の影響を受けた地域には、ラムサール条約の条約湿地や、潜在的な重要湿地とされている湿地が多くある。これらの中には、ガンカモ類やシギ・チドリ類の生息環境として重要な湿地も多い。震災の影響でこれらの湿地がどうなったかについて収集している情報を紹介する。

　参照：太平洋岸の湿地等の2011年東日本大震災後の状況

　http://www.hira-birding.info/conservation/wetland/tsunami/index.html
　神山和夫・守屋年史(バードリサーチ)
「東日本大震災と水鳥(ガンカモ類やシギ・チドリ類)のモニタリング調査」　

　　ガンカモ類については広域的なモニタリング調査として、全国の都道府県が実施し環境省がとりまとめを行っている全国ガンカモ類生息地調査や、環境省が企画し、全国の研究者や観察者の協力によって行われているモニタリング1000ガンカモ類(シギ・チドリ類)調査がある。それぞれの調査の概要と、震災にかかわる可能性のある調査地点、今後震災の影響を把握する上で重要と考えられる課題について紹介する。

　呉地正行(日本雁を保護する会)・嶋田哲郎（宮城県伊豆沼・内沼環境保全財団）
「宮城県周辺の沿岸湿地や内陸湿地の現状とガンカモ類」(呉地様欠席のため嶋田様が講演)
　津波の影響は、リアス式沿岸域と、宮城県から福島県に至る平野域で大きく異なっている。前者では養殖筏を休息地や採食地として利用していたガンカモ類がいる。これらの環境の壊滅がある一方、平野部では水田域が破壊され、ガンカモ類の分布は大きく異なってくる可能性がある。ラムサール条約や生物多様性条約の場で水田保全を軸に取り組んできた関係者の多くが、被災者としてもどう復興するかに直面している。この状況を紹介する。

参照：東日本大震災緊急報告会（2011年4月30日）http://www.ustream.tv/recorded/14366468
　　　　311あの時(2011年6月30日掲載記事)　　http://www.epo-tohoku.jp/3.11/14.html
東日本大震災による水鳥類生息環境として重要な湿地への影響
平泉　秀樹（ラムネットＪ）
　公開されている各種資料をもとに今回の震災による重要湿地の環境への影響を、要因別、地域別に整理して報告する。また、全国ガンカモ類生息地調査より津波影響域等の震災前のガンカモ類の記録状況を整理したので紹介する。
1. 重要湿地、潜在候補地とそれらへの影響
　東北・関東にはラムサール条約登録湿地5ヶ所ある。また三陸沿岸や仙台湾岸には潜在候補地が7ヶ所ある。道東や関東でも潜在候補地がある。特に、三陸沿岸や仙台湾岸の潜在候補地の多くが大きな影響を受けた。他の場所でも程度の差はあるが影響が報告されている。
2. 要因別の影響
震動：水域への大きな影響は、ダム決壊1例を除き報告されていない。利根川周辺などの低地帯では、振動やそれに伴う液状化によって農業用水路が破損して耕作されない水田が出現し、シギ・チドリ類に若干の影響があったほか、霞ヶ浦稲波干拓のオオヒシクイ渡来地でも最も利用している区画の作付けは50％程度に留まっている。
津波：沿岸の湿地に対する影響は非常に大きい。干潟の地形変化やベントス減少、内湾の藻場・アマモ場や依存する小動物への影響、河口部ヨシ原の消失などが各地で報告されている。内湾の養殖筏（付着する海藻をコクガンなどが採食）もほとんどが失われた。また、沿岸部の水田地帯が広い範囲で冠水し、排水設備の被災もあって、耕作されない荒れ地が広範囲に出現している。
沈下：宮城県や岩手県の沿岸部では30cm〜1m以上の地盤沈下があり、津波の影響が比較的小さかった地域でも砂州が干出しなくなったことが報告されている。東京湾でも三番瀬等で干潟が縮小した可能性があり、海底地形が変化したようだ。
汚染：気仙沼や東京湾で石油等の大規模流出があり（東京湾周辺などでカモメ類やスズガモ、オカヨシガモなどの油曝鳥）、PCBや砒素、抗生物質などの流出も報告されている。沿岸部の下水処理場の多くは稼働停止し、簡易処理水が放出されている。放射能については魚食性鳥類などへの生物濃縮の可能性があるほか、宮城県北部で牧草や稲わらの高濃度汚染が発生しており、ガン類についても長期に及ぶ影響が懸念される。
３．地域別の影響
1)三陸〜仙台湾沿岸のラムサール条約登録潜在候補地等
　この地域には潜在候補地が7ヶ所あり、それらを含め多くの湿地が大きな影響を受けた。津波により湿地の地形（蒲生干潟や松川浦など）、ベントス減少、内湾の藻場・アマモ場や依存する小動物への影響、ヨシ原の衰退（北上川河口部など）などが各地で報告されている。養殖筏（付着する海藻をコクガンなどが採食）の被害も大きく、陸域への津波の影響が少なかった松島湾でもほとんどが失われた。沿岸部では30cm〜1m以上の地盤沈下があり、干潟や潮間帯に影響を及ぼしており、養殖筏への影響が比較的小さかった万石浦でも影響が報告されている。また、沿岸部の水田地帯が広い範囲で冠水し、排水設備の被災もあって、耕作されない荒れ地が広範囲に出現している。沿岸部の下水処理場の多くは稼働停止し、簡易処理水が放出されているほか、気仙沼では石油の大規模流出があり、PCBや砒素、抗生物質などの流出もいくつか報告されている。
　仏沼には直接の影響はほとんどなく、越冬地になっている岩手県や宮城県の河口部のヨシ原が大きな影響を受けたのもかかわらず、オオセッカは昨年より繁殖個体が多かったとされている。
2)東北内陸部
　宮城県北部の、伊豆沼、蕪栗沼、化女沼は、最激震地にあるが、湿地への大きな影響は報告されていない。しかし、周辺地域では牧草や稲わらの高濃度汚染が発生しており、ガン類についても長期に及ぶ影響が懸念される。
3)関東の重要湿地への影響
　利根川周辺などの低地帯では、振動やそれに伴う液状化によって農業用水路が破損して耕作されない水田が出現し、春の渡り期のシギ・チドリ類の利用には若干の影響があったようである。霞ヶ浦稲波干拓のオオヒシクイ渡来地でも最も利用している区画の作付けは50％程度に留まっている。東京湾でも三番瀬等で干潟が縮小した可能性があり、海底地形が変化したようだ。東京湾ではアスファルト原料の流出がありカモメ類やスズガモなどに油曝鳥が確認された。
　谷津干潟は周辺の液状化被害により観察施設への影響はあったが、湿地にはほとんど影響はなかったようである。
4)北海道
道東の厚岸湖や野付湾でも津波によるアサリなどへの漁業被害やアマモ場の減少が報告されている。
3. 全国ガンカモ類生息地調査からみた津波影響域のガンカモ類（震災前）
　最近3年間の岩手・宮城・福島3県の沿岸部・浸水域での記録個体数をみると、コクガンとシノリガモは全国的にみて、ヒドリガモとキンクロハジロは地域的にみて、影響域での記録割合が高かった。キンクロハジロ以外は、藻場・アマモ場、それに依存する小動物や、養殖筏への依存度が高い種でもあり、大きな影響が及ぶ可能性がある。
　大沼（仙台市）や阿川沼（塩竈市）は、仙台湾岸の水田域内でもハクチョウ類やカモ類の記録個体数が多く、今後モニタリングしていく上で重要な調査地点と考えられる。
東日本大震災と水鳥(ガンカモ類やシギ・チドリ類)のモニタリング調査

神山和夫・守屋年史（バードリサーチ）
モニタリングサイト1000で実施されているガンカモ類とシギ・チドリ類の調査地において、東日本大震災の影響が観測できる可能性について報告する。

モニタリングサイト1000ガンカモ類調査は、主にガン類とハクチョウ類の多い生息地80カ所で越冬期と秋・春の渡り時期に調査を行っている。調査内容はガン類・カモ類・ハクチョウ類・カイツブリ類・バン類の個体数調査と、ハクチョウ類の成鳥・幼鳥数の調査、温度ロガーを使った気温調査などである。調査地の配置を図1に示す。このうち津波の被害を受けた調査地には南三陸海岸があり、今後、何らかの変化が観測される可能性がある。その他に宮城県では伊豆沼・内沼、長沼、蕪栗沼、化女沼が調査地になっており、今後ガンカモ類の越冬地の採食環境に変化があれば、生息数に影響が現れるかもしれない。

次に、シギ・チドリ類の調査地について説明する。シギ・チドリ類では約130カ所の調査地があり（図2）、春（4～5月）、秋（8～9月）、冬（12～1月）に個体数調査を行っている。津波被害を受けた地域には蒲生干潟、鳥の海、松川浦がある。その他の太平洋岸の調査地でも、地震によって、茨城や福島の海岸や水田の調査地の地盤に影響が出たところがある。

2011年春のシギ・チドリ類の個体数に変化があったかを確かめるため、2008～2011年の春の渡り時期に全国で記録された個体数を地域ごとに比較してみた。統計的な解析は行っていないが、2011年春にはオバシギやキョウジョシギ、チュウシャクシギのように全体的に数が少なかった種はあるものの、例年に比べて大きく変わってはいないようであった。ミユビシギ、オオソリハシシギ、オバシギのように、2011年春よりは2010年春のほうが特異なパターンが見られる種もあった。シギ・チドリ類は年変動が大きいため数年程度のデータを分析しただけでは変化を見出すことが難しいが、生息地の悪化が長く続く場合には、その影響が現れるかもしれない。
図1　モニタリングサイト1000ガンカモ類調査地

（平成22年度モニタリングサイト1000ガンカモ類調査業務報告書より）
図2　モニタリングサイト1000シギ・チドリ類調査地

（平成22年度モニタリングサイト1000シギ・チドリ類調査業務報告書より）
「宮城県周辺の沿岸湿地や内陸湿地の現状とガンカモ類」 

呉地正行（日本雁を保護する会）・嶋田哲郎（宮城県伊豆沼・内沼環境保全財団）
3.11大震災で東北地方の太平洋岸は大きな被害を受け、それに伴い環境面でも大きな変化が起きた。それがガンカモ類などの水鳥の生息環境に与える影響とその可能性及び今後の課題について考える。今回の震災で環境変化を引き起こした原因は、主に１）地震、２）津波、３）地盤沈下の３つに分けることができる。
１）地震自体の水鳥の生息環境に与える影響については、震度が高かった宮城県内陸の伊豆沼や蕪栗沼などでは堤防に亀裂や沈下が生じ、危険箇所については緊急処置が行われている（図１）。また河川の堤防も多くの地点で被害を受け、弱体化しているので、今後豪雨等が起きた場合、湖沼または河川堤防が決壊し洪水が起き、それが来年以降の越冬期に何らかの影響を及ぼす可能性がある。
２）津波の水鳥の生息環境に与える影響は、津波で計り知れない被害を受けた沿岸域でみられるが、平地が少ないリアス式海岸の岩手、宮城の三陸沿岸域、その南で多くの島が点在する松島湾、更にその南の宮城県・仙台湾から福島県沿岸に至る砂浜海岸でその影響の程度は大きく異なる。リアス式の三陸沿岸ではコクガン、ヒドリガモなどのように，主に養殖漁業の筏やそれを係留するロープなどに付着する海藻類を水面採食し、スズガモのように潜水して貝類を採食すると考えられるガンカモ類が生息していたが、大津波により養殖漁業筏は壊滅し、貝類の生息基盤となる海底は津波の引き波による瓦礫の堆積や砂泥層の減少・消失したためその影響を強く受けていると思われる（図２）。
一方、平野部では津波により沿岸部の水田地帯に津波が押し寄せたため、農地として再度利用するためには瓦礫の除去と津波による塩分を「除塩」する作業が必要となる。この取り組みは条件が整っている地域では開始され、「ふゆみずたんぼ」が除塩手法としても有効であることが分かってきたが、復田作業が進まないところもあり、水田を生息環境とする水鳥にとっては環境収容力低下に伴う個体数減少が危惧される。
３）今回の地震により、沿岸域が全体的に平均１ｍ前後地盤沈下した。このことが水鳥の生息環境に与える影響については、平野部の沿岸域で最も大きいと考えられる。平野部の沿岸域の水田地帯では、地盤沈下により、海抜0m以下となり、津波で浸入した海水が現在も滞留し、新たな水域が生成したところが多い（図３）。これらの水域を水田に復元することは困難で、これも水田の環境収容力を減じる要因となるが、その一方で地盤沈下による新たな湿地環境が創出されたことも事実である。これらの変化が今後沿岸域の水域・湿地に依存する水鳥にとってどのような影響を与えるのかを環境面も含めてモニタリングして行くことは重要な点で、そのためには新たな視点を取り入れたモニタリング手法の検討も必要になると思う。
さらに震災にともなう原発事故は、放射能の拡散によって広域的に永続的な被害が予想される。放射性物質は目に見えず、感じることもできない。数値を読みとることでしか、把握することができない。放射線対策としては、さまざまな媒体を用いてできる限りの数値を集める必要がある。広域的にそして地域的にさまざまな尺度で情報を集める。さらにできれば線量計（表1）を用いて自分なりにデータを集める。データを集めて自分の置かれた状況を総合的に客観的に判断する必要がある。
図１．亀裂の入った伊豆沼の堤防．
図２．津波をかぶった内陸の水田で採食するコクガン．
図３．地盤沈下で沿岸域にできた水域．
　参照：http://www.mlit.go.jp/common/000143300.pdf　(国土交通省・宮城県)
表　
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課題をさぐるためのメモ　　　　　　　　　　　　　　　　　(メモ作成　須川恒)
　東日本を襲った甚大なエネルギーを持った地震・津波による広域的な環境への影響は、国・地方自治体・研究機関が作成している様々な分野の情報を注目することによって判ってくる。水鳥を通してこの影響を把握する上では、ラムサール条約条約湿地(登録湿地)や潜在的な重要な湿地(日本の重要な湿地500)への影響に注目し、広域的情報に加えて地元調査者の情報によってその実態を把握することが大切である。
宮城県の実情の紹介によって判るように、現地に住んでいる者は、さまざまな形で震災の被害を受け、生活上の多くの問題を抱えつつ調査を進めていかなければならない。目に見えない放射性物質については、広域的・地域的に様々なスケールの情報を集め、また、自分で地域の放射能の強さを計るという姿勢が欠かせない。
　越冬するガンカモ類は、震災のあった３月11日は越冬末期であり、震災の影響に関する観察は限られたものであったが、来冬の動向を考える上でヒントとなる事例がいくつかあった。
　来冬の全国への渡来総数(一部の種においては成幼比)は、きちんとした調査を行うことができれば判る。渡来総数の規模に大きな変化がないか、ないとしても昨冬と同様の越冬分布をするかどうかを注目したい。いくつかの変化があるのではと予想されるが、さまざまな要因との関係を検討することによって、その原因を解明することができる。今回明らかにされた広域的なさまざまな要因が、来冬の時点でどのようになっているかを把握するとともに、広域的に把握しにくい、ポイントとなる要因に関しては、ガンカモ類の分布調査と並行して入手しておくことが望まれる(参照：鳥インフルエンザがらみで給餌の対応情報を収集した)。
　水鳥の個体数や分布にはそれほど大きな変化が検出されないことも予想される。水鳥を通して、湿地そのものの回復力を知ることができるかもしれない。あるいは、変化した湿地に対応して、渡来した水鳥が分布や生態を変化させて生息する実態が把握されるかもしれない。
　

1)湿地や水鳥保全のためのプログラムの活用
湿地や水鳥の保全や保護にかかわるさまざまなプログラムは、震災による湿地や水鳥への影響を把握する上で活用し、また再評価されるべきである。これらのプログラムは国や自治体、水鳥に関係する多くの人々の協力で育てられてきた。ラムサール条約湿地や潜在重要湿地の湿地目録(日本の重要な湿地500)、全国ガンカモ類生息地調査、モニタリング1000ガンカモ類、同シギ・チドリ類などについて、調査を進める上でのさまざまな課題を認識し解決する必要がある。
2)水田を軸とした変化、海岸湿地の変化
　生物多様性条約COP10の場で生物多様性を保全するうえで水田の生態系が果たす役割を喚起する決議文が採択された。水田の冬期湛水は、津波による塩害を除塩する効果もある。ガンカモ類の採食環境としても重要な水田環境であるが、震災や津波の影響によって水田耕作そのものができなくなっている地域も多く、ガンカモ類の生息状況が変化する可能性がある、一方で地盤沈下などにより、海岸湿地のいくつかは干拓前の「明治前」の状況にもどっている地域もある。ガンカモ類とシギ・チドリ類の生息状況を比較しつつ震災の影響を見る視点が重要であろう。
　
3)福島原発事故の影響
　自然の撹乱に対して自然は回復する力をもっているとはいえ、原子力発電所の事故や核廃棄物などがもたらす長期的影響はその限度を超えていると言えるだろう。原発事故の影響については、以下の自由集会がある。
19日9:00~11:00　W04

　長期モニタリング　新たな課題：福島第一原子力発電所事故の影響

企画者　石田健（東京大学），佐藤重穂（森林総合研究所）
